












国立 公立 私立 計
平成24年度  8,549  1,097 10,336 19,982
平成25年度  9,515  1,273 11,582 22,370
平成26年度 10,517  1,461 12,814 24,792
平成27年度 14,738  1,842 15,349 31,929




協定の種類 協定数 大学・研究機関数 国・地域
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年度（学期） 2010（春学期） 2011（春学期） 2012（春学期） 2013（春学期） 2014（春学期）
総　数 50 48 42 46 48
割　合 1.26 1.18 0.97 1.04 1.01
順　位 8 8 8 7 8
年度（学期） 2015（春学期） 2016（春学期） 2017（春学期） 2018（春学期） 2019（春学期）
総　数 50 58 56 61 54
割　合 1.13 1.14 1.03 1.05 0.88
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年に「環境と開発に関する世界委員会」（World Commission on Environment 
and Development）が発行した最終報告書“Our Common Future”（『地球の
未来を守るために』）の中で、記述されたのが始まりだと言われている。2015














































































































１ １ 中国 18,312 20,220 ＋1,908 ＋10.4
２ ２ 韓国 14,855 15,345 ＋490 ＋3.3
８ ⬆ ３ 　 ベトナム 1,795 7,030 ＋5,235 ＋291.6
３ ⬇ ４ 　 インドネシア 4,540 5,668 ＋1,128 ＋24.8
５ ５ 台湾 3,877 4,106 ＋229 ＋5.9
４ ⬇ ６ 　 米国 3,894 4,018 ＋124 ＋3.2
６ ⬇ ７ 　 オーストラリア 2,800 3,135 ＋335 ＋12.0
７ ⬇ ８ 　 タイ 1,911 2,047 ＋136 ＋7.1
15 ⬆ ９ 　 ミャンマー 524 1,542 ＋1,018 ＋194.3














１ １ 韓国 2,862 2,998 ＋136 ＋4.8
２ ２ インドネシア 2,496 2,842 ＋346 ＋13.9
３ ３ 中国 2,115 2,435 ＋320 ＋15.1
４ ４ オーストラリア 1,643 1,764 ＋121 ＋7.4
５ ５ 米国 1,462 1,445 △17 △1.2
６ ６ 台湾 851 846 △5 △0.6
12 ⬆ ７ 　 ベトナム 219 818 ＋599 ＋273.5
７ ⬇ ８ 　 タイ 606 659 ＋53 ＋8.7
18 ⬆ ９ 　 ミャンマー 132 400 ＋268 ＋203.0











1 １ 中国 953,283 1,004,625 ＋51,342 ＋5.4
2 ２ インドネシア 745,125 706,603 △38,522 △5.2
3 ３ 韓国 556,237 531,511 △24,726 △4.4
4 ４ オーストラリア 357,348 405,175 ＋47,827 ＋13.4
6 ⬆ ５ 　 タイ 173,817 184,962 ＋11,145 ＋6.4
8 ⬆ ６ 　 ベトナム 64,863 174,461 ＋109,598 ＋169.0
5 ⬇ ７ 　 台湾 220,045 170,159 △49,886 △22.7
7 ⬇ ８ 　 米国 170,998 166,565 △4,433 △2.6
9 ９ フィリピン 50,038 51,892 ＋1,854 ＋3.7














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⒀　JLPT（Japanese Language Proficiency Test：日本語能力試験）は、公益財団法人
日本国際教育支援協会と独立行政法人国際交流基金が主催の、日本語を母語としない
人を対象に日本語能力を認定する検定試験。
⒁　N１:「読む」」・「聞く」という言語行動において、幅広場面で使われる日本語を理
解することができる、N２：日常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅広
い場面で使われる日本語をある程度理解することができる。
⒂　SankeiBiz（2019年５月23日）https://www.sankeibiz.jp/macro/news/190523/mcb 
1905230500003-n1.htm（2019年12月30日閲覧）
⒃　『平成30年版高齢社会白書』https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2018/ht 
ml/zenbun/s1_1_1.html（2019年12月30日閲覧）
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